






内 田 千 秋
一 事実の概要
X（原告・控訴人）は、Y社（東京燃料林産株式会社、被告・被控訴人）の株主で
あり、4600個の議決権を有する。Y社は、発行済株式総数が120万株、株主が
890名の取締役会設置会社である。Y社は、「公開会社」（会社法２条５号）でない
株式会社であり、書面による議決権行使の制度を採用していない。
Xは、Y社の代表取締役Aに対し、第59期（平成17年４月１日から平成18年３
月31日まで）事業年度の定時株主総会（以下「本件株主総会」という）について、
「株主提案権行使書」と題する書面をもって、平成17年改正前商法232条ノ２の第
１項にもとづき株主提案権を行使し、第２項にもとづき、議案および議案の提案
の理由を株主総会招集通知に記載することを請求した。
Aは、Y社の株主に対し、平成18年６月２日付けで、「第59回定時株主総会招
集ご通知」と題する書面（以下「本件招集通知」という）を送付して本件株主総会
の招集を通知した。本件招集通知には、Xが提案した議案が、第４号議案（利益
処分案承認の件）、第５号議案（取締役１名解任の件）、第６号議案（取締役１名選任
の件）として記載されていた。
平成18年６月26日に開催された本件株主総会において、Xが提案した第４号
議案および第６号議案は否決された。また、Bの取締役解任を求めた第５号議案
は、本件株主総会前に Bが取締役を辞任していたという理由により、付議され
なかった。
そこで、Xは、本件招集通知にXが請求したとおりの記載をしなかったこと
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によって、Y社はXの株主提案権を侵害し、Xは信用低下等の損害を被ったと
主張して、Y社に対し、不法行為にもとづき、10万円の損害賠償を請求した。
原審（東京簡判平成18年12月７日［未公刊］）は、議案の要領とは議案の主要部分
をいい、他の株主が議案の内容が分かる程度のものであれば良く、議案の要領は
提案の理由を含むものではないとしたうえで、招集通知に提案の理由を記載しな
くても違法とはいえないとした。また、提案された議案を要約して議案の要領と
することは認められるが、議案の同一性を欠くにいたるような要約・修正は許さ
れないと指摘したうえで、各議案について判断を行い、各議案とも議案の要領の
記載として欠くところはなく、株主の提案の理由と同一といえるので、招集通知
の記載内容および記載方法に違法性はないとし、Xの請求を棄却した。そのた
め、Xは控訴した。
控訴審において、Xは、本件招集通知の記載の違法性（争点(1)）に関しては、
原審と同様に、①招集通知の記載内容は株主が1000人未満であるY社において
も、会社法施行規則93条に準じて解釈されるべきであり、会社法305条１項所定
の「議案の要領」には議案の提案の理由を含み、② 本件招集通知の記載は、X
による議案の提案の理由を不当に変更したり、Xの主張を削除したものであり、
「議案の要領」が記載されているとはいえないから違法であり、これによりXの
株主提案権が侵害されたと主張した。また、Xは、自己が提案した議題（第５号
議案）が株主総会において付議されなかったことの違法性について新たに追加主
張し（争点(2)）、これらの違法行為により、自己の信用が低下し、本件株主総会
における他の株主の判断に影響が生じたとして、慰謝料10万円を請求している。
他方、Y社は、争点(1)について、会社法305条１項にいう「議案の要領」と
は、議題に対する具体的解決案である議案の要旨を指し、議案の提案の理由まで
は含まない概念であり、その基本的内容を一般株主が理解できる程度の記載があ
れば足りるというべきであるが、第４号議案ないし第６号議案については、その
基本的内容を一般株主が理解できる程度の記載がされておりＸが提案した議案と
実質的な同一性を欠くものではないので本件招集通知の記載に違法はないこと、
Y社には会社法施行規則93条は適用されないから提案の理由を記載する義務は
なく、任意で記載したものにすぎないので、Y社が提案の理由を原文のまま記
載しなかった点に違法はないこと、争点(2)について、Ｂが本件株主総会前に取
締役を辞任していた以上、第５号議案はその前提を欠くために付議されなかった
ので違法はないことを主張した。
控訴審の本判決は、以下の理由により、Xの控訴を棄却した。そのため、X
は、「提案の理由」は「議案の要領」に含まれないとした控訴審の解釈には誤り
があるとして上告した。しかし、東京高判平成19年９月26日［未公刊］は、X
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の請求に理由なしとしてその上告を棄却している。
二 判 旨
争点(1)本件招集通知の記載の違法性について
(１) ?議案の要領」の意義について
ア 株主総会招集通知に記載すべき「議案の要領」の意義
?株主総会招集通知に記載すべき議案の要領については、…提案株主、会社及
び一般株主それぞれの利益を確保すべきであるとの観点から解釈するのが相当で
あ」り、「会社法305条１項にいう『議案の要領』とは、株主総会の議題に関し、
当該株主が提案する解決案の基本的内容について、会社及び一般株主が理解でき
る程度の記載をいうものと解すべきである。」
イ 本件招集通知の記載に違法があるとのXの主張について
?Y社は、株主の数が1000人未満の公開会社でない取締役会設置会社であるか
ら、会社法298条２項は適用されず、また、Y社は、書面による議決権行使の制
度を採用していない。したがって、…株主総会招集に関する会社法301条１項は
適用されないから、Y社は、会社法施行規則65条、73条ないし94条に定める株
主総会参考書類の交付を要するものではない。よって、本件招集通知に同施行規
則93条は適用されない。」
?会社法305条１項及び会社法施行規則93条１項３号によれば、『議案の要領』
と『提案の理由』が区別して規定されていることが明らかであり、その文言解釈
上、『議案の要領』に『提案の理由』が当然に含まれると解することはできな
い。」
?会社法施行規則93条１項は、…書面による議決権行使の制度を採用している
株式会社において、株主総会に出席して提案株主から議案の提案の理由の説明を
受けることができない株主の議決権行使の便宜のために、『提案の理由』を記載
した株主総会参考書類を交付することを義務付けたものである。したがって、会
社法及び同施行規則は、書面による議決権行使の制度を採用していない会社につ
いては、会社及び一般株主の事前準備の利益を確保するための方策として、株主
総会招集通知に議案の提案の理由の記載まで要求する趣旨と解することはでき
ず、会社法305条１項にいう『議案の要領』に『提案の理由』が含まれると解す
ることはできない。」
ウ 小 括
?Y社のように株主総会参考書類の交付を義務付けられていない株式会社にお
いて…、議案の提案の理由を任意に株主総会招集通知に記載することは許容され
るものであるところ、その際に、提案株主が記載を要求した議案の提案の理由を
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省略し又は要略して記載することは、特定の提案株主による議案の提案の理由に
ついてのみ、当該議案を排除する等不当な目的をもって記載する等の特段の事情
がない限り、違法とはいえない。」
(２) 本件招集通知における「議案の要領」の記載
ア 第４号議案について
?利益処分案承認という議題について、…株主配当金を１株35円とすることが
記載されて」おり、「発行済株式総数120万株を乗じることにより、利益処分の総
額が4200万円となることも容易に算出できるから、Xが提案する解決案の基本
的内容が、Y社及び一般株主が理解できる程度に記載されている。」「取締役の
賞与及び報酬の内容は、議題の解決案ではなく、提案の理由にすぎないから、そ
の記載がなくても、『議案の要領』の記載に欠けるということはできない。」「第
４号議案の提案の理由は、Xが記載を要求した議案の提案の理由が要約されて
記載されているが、上記議案を排除する等の不当な目的をもって記載する等の特
段の事情を認めるに足りない。」
イ 第５号議案について
?本件招集通知には、Xが提案した取締役１名の解任という議題について、X
が提案する B取締役の解任という解決案が直接的に示されているから、Xが提
案する解決案の基本的内容が、Y社及び一般株主が理解できる程度に記載され
ている。」「B取締役の行状に関する記載は、議題の解決案ではなく、提案の理由
にすぎないから、第５号議案との関係において『議案の要領』の記載に欠けると
いうことはできない。」「Y社は、Xによる第５号議案の提案理由に応じて、取
締役会の意見として、B取締役が提案理由記載のような行為を行ったことはない
旨記載したにすぎず、その意見内容が虚偽であることを示す証拠も認められない
から、当該記載が違法ということはできない。」「第５号議案の提案の理由は、X
が記載を要求した議案の提案の理由が要約されて記載されているが、上記議案を
排除する等の不当な目的をもって記載する等の特段の事情を認めるに足りない。」
ウ 第６号議案について
?本件招集通知には、Xが提案した取締役１名の選任という議題について、そ
の対象者であるXの氏名のほか、取締役選任のために必要な基本的情報が記載
されているといえるから、Xが提案する解決案の基本的内容について、Y社及
び一般株主が理解できる程度に記載されているものといえる。」「Xが取締役に
立候補した…動機は、議案の提案の理由にすぎないから、…『議案の要領』の記
載に欠けるということはできない。また、第６号議案の提案の理由は、Xが記
載を要求した議案の提案の理由を要約して記載されているが、上記議案を排除す
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る等の不当な目的をもって記載する等の特段の事情を認めるに足りない。」
よって、本件招集通知の記載が違法であることを理由とするXの主張は、理
由がない。
争点(2)本件株主総会において、Ｘが提案した議題が付議されなかったことの違
法性について
?Bは、本件株主総会が開催された平成18年６月26日より前である同月20日に
取締役を辞任し」ていたので、「Bの解任を求めるとの第5号議案は、これを付議
する前提を欠くことになるから、第５号議案を付議しなかったことが株主提案の
不当拒絶に当たるということはできない。」よって、第５号議案が付議されなか
ったことが違法であることを理由とするXの主張は理由がない。
三 検 討
(１)
本件は、議決権を行使できる株主が1000人未満であり書面投票制度を任意にも
採用していない株式会社（Y社）において（会社法298条２項・同条１項３号参照）、
300個以上の議決権を有する株主X（Xは4600個の議決権を保有している）が、平
成17年改正前商法232条ノ２第１項および第２項にもとづき、議題提案権および
議案の要領通知請求権を行使した事例である（会社法303条３項・305
(２)
条２項）。X
は、議案の要領の記載とあわせて、提案の理由を記載することも請求していた。
Y社は、書面投票制度を採用していないため株主総会参考書類の交付が義務
づけられないのであるが（会社法298条２項参照）、招集通知に添付した参考資料
に、Xが提出した株主提案権行使書に記載された提案の理由の一部を省略して
「提案の理由」として記載し、株主提案に反対する旨の取締役会の意見を記載し
た。そこで、Xは、提案の理由は議案の要領に含まれるものであり、議案の要
領に含まれるべき提案の理由をY社が不当に変更し削除したことにより精神的
損害を被ったとして、Y社に対して、民法709条にもとづき慰謝料を請求した。
(１) 本判決の評釈として、島田邦雄ほか・商事1831号（2008年）44頁、弥永真生・ジュリ
1373号（2009年）82頁がある。
(２) 本件総会は、平成18年６月に開催されている。判決文からは、本件総会が会社法の適用
を受けるのか（招集手続開始日が会社法施行日以降の場合（会社法整備法90条参照））、平成
17年改正前商法の適用を受けるのか明らかではないが、判決文等の記述内容から会社法の適
用を受ける株主総会であると考えられる。この場合、株主総会における手続には会社法の規
定が適用されるから、株主提案権についても会社法303条ないし305条が適用される。増田健
一＝曽我部由佳「非公開中小会社の株主総会対応」商事1760号（2006年）34頁参照。
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１ 株主提案権の立法趣旨
(１) 株主提案権の意義
株主提案権のうち「議題提案権」とは、株主が、取締役に対し、一定の事項を
株主総会の目的とすることを請求する権利をいう（会社法303条）。さらに、株主
は、総会の場において議題について議案を提出することができるだけでなく（議
案提案権〔会社法304条〕）、取締役に対し、自己の提案する議案の要領を株主に通
知することを請求する権利を有する（議案の要領通知請求権〔会社法
(３)
305条〕）。議題
提案権および議案の要領通知請求権は、昭和56年商法改正により明文化された権
利である。
昭和56年改正前は、会社側が招集する株主総会の議題および議案は取締役会が
専属的に決定するものと解されて
(４)
おり、株主が議題を付議するには少数株主によ
る総会招集手続（平成17年改正前商法237条）によるほかなかった。そこで、昭和
56年改正商法は、会社が招集する総会に株主が議題を提案することができる議題
提案権を認めた（平成17年改正前商法232条ノ２第
(５)
１項）。また、昭和56年改正前は、
株主は、議案を提案するためには、会社側が提出した議案の修正に関して総会に
おいて動議を提出するという方法をとるしかないと解されて
(６)
いた。しかし、大多
数の株主の出席が見込めないような会社においては、総会招集通知とともに議案
が株主に届くようにするのが合目的的であるため、昭和56年改正は、株主に対し
て、議案の要領を招集通知に記載することを請求する権利を認めたのである（同
条第
(７)
２項）。
これらの株主提案権は、株主に総会における意思決定についてのイニシアティ
ブをとる機会を与え、それによって会社経営に株主の意思を反映させようとする
ことが意図されていた。しかし、株主提案はほとんど否決されてしまうことが予
想されるので、株主提案権はむしろ、経営者と株主あるいは株主相互間のコミュ
ニケーションを深めることを目的とするものであるとも説明されて
(８)
いた。議案の
(３) 江頭憲治郎『株式会社法〔第３版〕』（有斐閣、2009年）307頁以下。
(４) 上柳克郎ほか『新版注釈会社法（５）』（有斐閣、1986年）59頁、65頁〔前田重行〕、前
田重行『株主総会制度の研究』（有斐閣、1997年）194頁、元木伸「商法等の一部を改正する
法律の解説（６）」法曹時報36巻５号（1984年）69頁、同『改正商法逐条解説〔改訂増補版〕
（商事法務研究会、1983年）86頁。
(５) 稲葉威雄『改正会社法』（金融財政事情研究会、1982年）130頁。
(６) 上柳ほか・前掲書（注４）59頁以下〔前田〕、倉沢康一郎「株主総会の運営」企会33巻
５号（1981年）31頁。
(７) 稲葉・前掲書（注５）130頁以下。
(８) 稲葉・前掲書（注５）131頁、上柳ほか・前掲書（注４）60頁以下〔前田〕、前田・前掲
書（注４）175頁以下。
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要領通知請求権についてはとくに、招集通知に議案の要領を記載させることによ
って、株主の意見や希望を経営者や他の株主に開示するという点に重要な意義が
あるとされて
(９)
きた。
会社法の下では、これらの提案権は、取締役会設置会社においては、６ヶ月
（定款で引下げ可能）前から引き続き総株主の議決権の100分の１（定款で引下げ可
能）以上または300個（定款で引下げ可能）以上の議決権を有する少数株主に認め
られており（会社法303条２項・305条１項但書）、本件のような公開会社でない取
締役会設置会社においては、６ヶ月の保有要件は課されない（会社法303条３項・
305条２項）。また、総会議場における議案提案権も明文化されており（会社法304
条）、会社法の下では、株主提案権に関する規定が整備されている。
(２) 株主提案における「議案の要領」の記載
?議題」とは、「会議の目的である事項」をいい、判例・学説とも、何が決議さ
れるかを知り得る程度の表題的記載で足り、詳細な内容自体を開示する必要はな
いものとして
(10)
いる。一方、「議案」とは、議題に対する具体的な解決案のことを
(11)
いう。取締役会設置会社においては、議題が招集通知の記載・記録事項であるの
に対して（会社法299条２項２号・３項・４項）、議案は原則としてその記載・記録
事項とされていない。しかし、株主が議案の要領通知請求権を行使した場合（会
社法305条1項）、および、議題が一定の重要事項に関する場合（定款変更の場合等）
には、議案の要領を記載することが要求されて
(12)
いる。
(９) 龍田節「株主総会」企会33巻９号（1981年）58頁、上柳ほか・前掲書（注４）61頁〔前
田〕。
(10) 西原寛一「株主総会の運営」田中耕太郎編著『株式会社法講座第三巻』（有斐閣、1956
年）851頁、上柳ほか・前掲書（注４）51頁以下〔前田〕参照。朝鮮高判明治43年２月16日
新商判集（２）13、大判昭和２年12月３日新聞2777号７頁（「第７期計算書並利益配当ニ関
スル件」）、東京地判昭和３年９月28日新報168号26（「商法264条による認許の件」）等の裁判
例においても、表題的記載のみで適法であると判示されている。
(11) 元木・前掲書（注４）88頁。
(12) 平成17年改正前商法においては、自己株式の買受け（平成17年改正前商法210条６項）、
新株等の第三者への有利発行（平成17年改正前商法280ノ２第３項・280ノ21第３項・341条
ノ３第３項）、定款変更（平成17年改正前商法342条２項）、株式交換（平成17年改正前商法
353条４項）、株式移転（平成17年改正前商法365条３項）、会社の分割（平成17年改正前商法
374条３項・374条ノ17第４項）、資本減少（平成17年改正前商法375条３項）、合併（平成17
年改正前商法408条３項）の場合に、招集通知に議案等の要領を記載することが義務づけら
れていた。平成17年会社法はこれらの規定を引き継ぎ、一定の重要事項（役員等の選任（会
社法施行規則63条７号イ）、役員等の報酬等（同号ロ）、募集株式を引き受ける者の募集（同
号ハ）、募集新株予約権を引き受ける者の募集（同号ニ）、事業譲渡等（同号ホ）、定款変更
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?議案の要領」とは、議案の内容上の
(13)
要点または議案の基本的内容で
(14)
あり、議
案の主要な点を中心として、議案を要約したものを
(15)
いう。株主が議案の要領通知
請求権を行使した場合に、株主が提出した議案の要領を会社がどこまで修正・要
約することが認められるかという点については、会社が形式を整えるためにその
趣旨を損なわない限度で加筆・修正・簡略化すること（たとえば誤字を訂正するな
ど）は可能であると解されて
(16)
きた。ただし、議案の基本的内容を株主が理解でき
る程度に記載することが必要とさ
(17)
れる。
議案の要領通知請求権に対する不当拒絶により、招集通知に議案の要領が記載
されなかった場合、または記載されていても不備がある場合には、招集手続およ
び決議方法が違法であるから、当該議案に対応する議題についての決議に関して
は決議取消事由が生じる（会社法831条１項
(18)
１号）。この場合、取締役は、議案の
要領を招集通知に記載しなかったとして100万円以下の過料の制裁を受ける（会
社法976条
(19)
２号）。
(３) 招集通知における提案理由の記載
書面投票制度が義務づけられる会社（会社法298条２項）および書面投票制度を
任意に採用する会社（同条１項３号）においては、株主総会参考書類を株主に交
（同号ヘ）、組織再編等（同号ト～ワ））を議題とするときは、その「議案の概要」を招集時
に決定し、株主総会参考書類の交付が義務づけられない会社の場合にはそれを招集通知に記
載しなければならないものとしている（会社法298条１項５号、同施行規則63条７項、会社
法299条４項）。
(13) 大隅健一郎＝今井宏『総合判例研究叢書商法（５）』（有斐閣、1959年）45頁。
(14) 西原・前掲書（注10）851頁。
(15) 上柳ほか・前掲書（注４）54頁〔前田〕。
(16) 稲葉威雄ほか『実務相談株式会社法２〔新訂版〕』（商事法務研究会、1992年）641頁
〔稲葉威雄〕。同旨、稲葉・前掲書（注５）136頁、元木・前掲（注４）73頁、上柳ほか・前
掲書（注４）83頁〔前田〕。
(17) 元木・前掲（注４）73頁、同・前掲書（注４）90頁。
(18) 上柳ほか・前掲書（注４）55頁以下、84頁〔前田〕、鴻常夫ほか『改正会社法セミナー
(２)』（有斐閣、1983年）97頁以下、池田辰夫「改正商法下の株主総会における二、三の問
題点(４)」判タ501号（1983年）57頁、西本寛一「株主総会の招集手続」大阪株式事務懇談
会編著『株式会社の法理論と実際』（有斐閣、1957年）235頁。ただし、定款変更に関する議
案の要領を招集通知に記載しなかったことにより当該総会決議が無効とされた事案もある。
盛岡地一関支判大正14年11月16日新聞2481号４参照。
(19) 上柳ほか・前掲書（注４）84頁〔前田〕。また、取締役が株主が提案した議案を無視す
ることが、会社法976条6号（株主総会に対し事実を隠蔽したとき）に該当する可能性を指摘
するものとして、龍田・前掲（注９）60頁、池田・前掲（注18）57頁以下。
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付することが義務づけられ（会社法301条）、株主総会参考書類の一般的記載事項
として、取締役会の意見（会社法施行規則93条１項２号）、提案の理由（同項３号）
等を記載することが要求されている。
他方、本件のY社のように株主総会参考書類の交付が義務づけられない会社
においては、会社法上、株主が提出した提案理由を招集通知に記載することは義
務づけられていない。昭和56年の商法改正作業の段階では、株主提案は、その理
由を含めて400字以内の書面でなされ、これが招集通知に記載されることとなっ
ていたが（法務省民事局参事官室「機関に関する改正試案」第一 二4C注（1））、昭
和56年改正商法は、単に書面で提案権を行使すべきことのみを定め、このような
制度を採用しなかった（昭和56年改正後商法232条ノ２第
(20)
２項参照）。
以上の立法経緯から、このような会社では、株主は、提案理由を付して提案権
を行使することはでき
(21)
るが、会社に対して提案理由を招集通知に記載することを
請求できないと解されて
(22)
きた。そのような請求が認められないとしても、提案株
主が当日総会に出席して提案理由の説明をすることは、当然に認められて
(23)
いる。
もっとも、このような会社であっても、提案理由およびそれに対する会社の意見
などを記載した、参考書類に準ずる書類を任意に作成して株主に送付することは
さしつかえないと解されて
(24)
きた。しかし、会社が任意に記載する場合の分量およ
びその方法については、特に言及されてこなか
(25)
った。
(20) その理由として、①株主が提案した理由をそのまま招集通知に記載すべきものとする
と、その記載をめぐって種々の問題が起こることが予想されること、②大会社にあっては、
参考書類が送付され、これに提案の内容が記載されること（元木・前掲（注４）71頁）、③
招集通知には議題のみが記載され（平成17年改正前商法232条２項）、議案の要領でさえも例
外的な場合に記載されるにすぎないこと（稲葉・前掲書（注５）135頁、田中誠二＝山村忠
平『五全訂コンメンタール会社法』（勁草書房、1994年）633頁）、④参考書類の送付を小規
模会社にまで義務づけると会社の負担が加重となるおそれがあること（上柳ほか・前掲書
（注４）416頁〔酒巻俊雄〕）があげられている。
(21) 元木・前掲（注４）75頁、同・前掲書（注４）92頁。
(22) 竹内昭夫『改正会社法解説〔新版〕』（有斐閣、1983年）102頁。また、上柳ほか・前掲
書（注４）83頁以下〔前田〕、大隅健一郎＝今井宏『会社法論（中）〔第三版〕』（有斐閣、
1992年）40頁。
(23) 稲葉・前掲書（注５）136頁、元木・前掲（注４）75頁、同・前掲書（注４）92頁、稲
葉ほか・前掲書（注16）643頁〔元木伸〕、上柳ほか・前掲書（注４）84頁〔前田〕。
(24) 稲葉・前掲書（注５）135・136頁、上柳ほか・前掲書（注４）416頁〔酒巻俊雄〕。
(25) なお、株主総会参考書類に記載される株主提案の理由については、会社は「全部を記載
することが適切であるものとして定めた分量」を定めることができ、株主が提出した提案の
理由がこの分量を超えた場合には、会社はその概要を記載すればよい（会社法施行規則93条
１項柱書括弧書参照）。また、会社は、株主が提出した提案の理由が適切な分量以内であっ
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２ 先 例
本件は、議案の要領通知請求権が行使された場合の「議案の要領」の意義、株
主総会参考書類の交付が義務づけられない会社における株主提案に関する「提案
の理由」の記載の要否、提案理由を記載する場合のその程度が問題となった事例
である。従来の裁判例には、株主の議案の要領通知請求権が行使された事案に関
するものはないが、一定の重要事項に関する議題であるにもかかわらず議案の要
領が記載されていなかった事案に関して、定款変更に関する
(26)
判決、営業の重要な
一部の譲渡に関する
(27)
判決、新株の第三者割当てに関する
(28)
判決がある。
また、札幌高判平成９年１月28日〔つうけん株主総会決議取消請求事件
(29)
判決〕
は、参考書類の交付が義務づけられている会社において、株主の提案の理由が別
表部分を含め400字を超えるために、別表部分が参考書類に記載されなかった場
合の招集手続の瑕疵が争われた事案である。その判決では、利益処分に関する議
案において配当金等のデータに関する表は提案理由の一部にすぎないこと、提案
理由の趣旨を損なうのでなければ別表部分を省略しても違法とはいえないこと、
議案の要領とは議案の内容を要約した内容上の要点ないし基本的内容のことをい
うが、議案の要領についても要約が可能であること（「別表部分は提案理由の一部
であるが、これを議案の要領として記載すべきであると解する余地があるとしても、要
約するために別表が削除される可能性がある」）等の判示がなされている。
以上の裁判例はいずれも、招集手続に違法な点があるとして株主総会決議の取
消しが請求された事案に関わるものであるが、本件は、提案株主から会社に対し
ても要領を得ない場合、候補者の略歴等が分かりにくい場合等には、提案株主の意をくんで
要領よくわかりやすくまとめることができるとされている。別冊商事法務編集部編『招集通
知・議案の記載事例』別冊商事328号（2009年）534頁以下参照。
(26) たとえば、大阪地判昭和13年11月16日新聞4348号17（「定款の一部の変更の件」）、朝鮮
高判昭和２年５月20日商判集 (２)11(「当会社の資本金減額に伴う定款変更の件」）、東京地
判昭和27年３月28日下民３巻３号428頁（「商法改正に伴う定款変更の件」）、名古屋地判昭和
46年12月27日金判304号２頁、判時660号88頁（株式の譲渡制限の定めを置く場合に「定款の
一部変更の件」とのみ記載）がある。これらの記載はそれぞれ、議案の要領の記載としては
不適法であると判示されている。上柳ほか・前掲書（注４）51頁、54頁〔前田〕参照。
(27) 最一小判平成7年３月９日金判971号３頁、判タ877号176頁、判時1529号153頁、金法
1423号46頁。
(28) 大阪地判平成15年３月５日〔大日本除蟲菊株主代表訴訟事件判決〕判タ1152号247頁。
(29) 札幌高判平成9年１月28日資料版商事法務155号107頁。原審は、札幌地判平成8年３月26
日資料版商事法務146号44頁である。判例評釈として、正井章筰・別ジュリ180号〔会社法百
選40〕（2006年）84頁、同・別ジュリ149号〔会社百選?第６版>28〕（1998年）60頁、阪埜
光男・判タ948号（1997年）28頁、中村信男・証券代行ニュース260号（1997年）１頁、秋田
量正・判タ1048号（2001年）166頁。
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て不法行為にもとづく慰謝料請求がなされたという点で、まれな事案である。
３ 本判決の意義
(１) 本判決の一般論の検討
本判決は、一般論としてまず、①「議案の要領」の意義を明らかにした後、②
「議案の要領」には議案の提案の理由も含まれると解すべきであるとするXの主
張に対し、そのような解釈を否定し、③株主総会参考書類の交付が義務づけられ
ていない会社においては、株主提案の提案理由を招集通知に記載することは義務
づけられていないが、会社が株主提案の提案理由を任意に記載する場合に「X
が記載を要求した提案の理由を省略し又は要約して記載することは、特定の提案
株主による議案の提案の理由についてのみ、当該議案を排除する等不当な目的を
もって記載する等の特段の事情がない限り、違法とはいえない」と述べている。
そして、本判決は、各議案について、招集通知の記載に違法があったか否かを検
討している。
①「議案の要領」の意義
本判決はまず、議題提案権に加えて議案の要領通知請求権が認められる意義
は、「提案株主の提案に係る当該議題に関する解決案を会社及び一般株主に予知
させ、当該議題に関する事前準備を可能にし、当該議案に関する会社の意見開示
及び一般株主の実りある議決権行使の機会を確保することにより、提案株主の意
見を会社経営に反映させる機会を拡張すること」にあるとしている。そして、招
集通知に記載すべき「議案の要領」とは、「提案株主、会社及び一般株主それぞ
れの利益を確保すべきであるとの観点から解釈するのが相当であり、…株主総会
の議題に関し、当該株主が提案する解決案の基本的内容について、会社及び一般
株主が理解できる程度の記載をいう」と述べている。
たしかに、議案の要領通知請求権の意義は、提案株主が自己の意見を会社に伝
え一般株主に開示すること、その開示を受けて一般株主が議決権行使の参考とな
る情報を入手しうることにあるといえるから、本判決が、一般株主が理解できる
程度の記載が必要であるとした点については、従来の学説の立場を確認したもの
といえる。
しかし、本判決が、議案の要領通知請求権の意義が、会社の事前準備を可能に
し、会社の意見開示の機会を確保することにもあるとした点については、提案株
主の意見を会社または一般株主に伝えることを可能にする点にその意義があると
解してきた従来の理解と異なるように思われる。さらに、議案の要領を招集通知
に記載するのは会社側であるから、本判決が、会社の利益も確保するという観点
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から、議案の要領の記載として会社が理解できる程度の記載が必要であるとした
点は妥当でないように思われる。
②「議案の要領」には「提案の理由」が含まれるか否か
本判決は、「議案の要領」には議案の「提案の理由」は含まれないと判示して
いるが、その理由として、（i）Ｙ社は参考書類の交付が義務づけられていないの
で（会社法301条１項参照）、会社法施行規則93条は適用されないこと、（ii）会社
法305条１項および会社法施行規則93条１項３号では、「議案の要領」と「提案の
理由」は区別して規定されており、文言解釈上「議案の要領」に「提案の理由」
が含まれるとはいえないこと、（iii）会社法施行規則93条１項は、書面投票制度
を採用している会社について、株主総会に出席できない株主の便宜のために「提
案の理由」を記載した株主総会参考書類の交付を義務づけているのであり、会社
法および同法施行規則は、書面投票制度を採用していない会社について、会社お
よび一般株主の事前準備の利益を確保するための方策として、株主総会招集通知
に議案の提案の理由の記載まで要求する趣旨とはいえないことを掲げている。
本判決が指摘するように、会社法施行規則93条は、株主総会参考書類の交付が
義務づけられる会社において株主提案がなされた場合の株主総会参考書類の記載
事項を定めた規定であり、文言上Y社に適用されることはない。さらに、株主
の議案の要領通知請求権が行使された場合について、会社法305条１項は招集通
知に株主が提案した議案の要領を記載すべきことを定め、それに加えて、会社法
施行規則93条１項３号は株主総会参考書類に提案の理由を記載することを定めて
いるから、文言解釈上、「議案の要領」に「提案の理由」が含まれるとはいえな
い。したがって、本判決の（i）（ii）の判示は、当然の指摘を行ったものという
ことができる。（iii）についても、会社の利益への言及を除けば、昭和56年改正
における立法趣旨に沿うものということがで
(30)
きる。
③提案理由を任意に記載する場合の記載のあり方
本判決は、Y社のような株主総会参考書類の交付を義務づけられていない株
式会社にも、議案の提案の理由を任意に記載することを認めてい
(31)
るが、本判決の
枠組みによれば、「特定の株主の提案理由についてのみ、当該議案を排除する等
の不当な目的をもって記載する等の特段の事情」が存在した場合には、招集通知
の記載は違法ということになる。
(30) 弥永・前掲（注１）83頁は、（ii）および（iii）の理由にもとづき、本件の判旨に賛成
している。
(31) 弥永・前掲（注１）83頁。
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?不当な目的」による記載のケースとしてまず、複数人の株主から別々の株主
提案がなされた場合に、会社が、特定の株主の提案のみを排除することを目的と
して当該株主の提案理由を省略または要略して記載した場合が考えられる。ま
た、このような「不当な目的」までは認められない場合であっても、株主提案権
の行使について株主を平等に取り扱うべきであると考えられるから、合理的な理
由がない限り、特定の提案株主による議案の提案の理由についてのみ、提案株主
が提出した提案の理由を省略しまたは要約して記載することは認められないとい
え
(32)
よう。
本件総会の参考資料の記載から、本件総会では、Ｘのみが株主提案権を行使し
たものと考えられる。このように総会において株主提案権を行使する株主が一人
である場合（または複数人の株主が共同して同一の提案を行う場合）に、その株主の
提案を排除することを目的とした記載がなされることも、「特定の株主の提案の
理由についてのみ、当該議案を排除する等の不当な目的」による記載に含まれる
ものと考えられる。さらに、このような「不当な目的」までは認められないとし
ても、合理的な範囲を超える恣意的な省略であると認められる場合も、「特段の
事情」に含まれるであろう。そのような場合として、会社が、株主が提出した提
案理由を大幅に省略したり、会社にとって都合の良い部分のみを記載したりする
ケースが考えられる。また、本件のように、会社が任意に取締役会の意見または
会社側の提案理由を記載した場合には、これらの記載の内容および分量とのバラ
ンスを著しく欠くものでないかどうかも考慮する必要があるように思われる。こ
のほか、会社が虚偽の記載をした場合には当然に、招集通知の記載の違法性が認
められるであろう（軽微なミスによる虚偽記載の場合は除く）。
以上のような「特段の事情」が認められる場合は、招集手続または決議方法に
法令違反がある場合として決議取消事由（会社法831条１項１号）に該当するもの
と解さ
(33)
れる。招集通知の記載に違法性があるということになれば、Ｘが主張する
ように、不法行為が成立する余地もある。
また、本判決の一般論では、取締役会の意見の記載の可否およびその程度につ
いて言及されていないが、各議案における判示部分を見る限り、任意に取締役会
の意見を記載することは認められている。取締役会の意見の記載の程度および範
囲は取締役の善菅注意義務に委ねられ
(34)
るが、任意であっても株主の提案理由を招
(32) 弥永・前掲（注１）83頁は、会社は、同じ株主総会に出席する株主に対しては、合理的
な理由のない限り、同一の取扱いをすべきであるとする最高裁判決（最判平成８年11月12日
判時1598号152頁）を掲げて、このような指摘をされる。
(33) 前掲（注18）を参照。同旨、弥永・前掲（注１）83頁。
(34) 株主総会参考書類に記載される取締役（取締役会設置会社の場合には取締役会）の意見
商事判例研究（内田) 199
集通知に記載する場合には、会社は、招集通知に記載された株主の提案理由の内
容および分量とのバランスを考慮しつつ、取締役会の意見の記載が恣意的なもの
とならないようにすべきである。
(２）各議案の検討
①第４号議案
Xが提出した株主提案権行使書によれば、Xは、利益処分案の承認に関する
提案の内容として、一株当りの配当金（35円）と配当総額を記載することを請求
した。一方、本件株主総会招集通知においては、株主提案の第４号議案として、
「第四号議案 利益処分案承認の件」という議題のもとに、提案内容として「当
期の株主配当金は一株につき35円とする」という記載のみがなされ、配当総額が
省略されている。
本判決が言うように、配当総額は計算により直ちに算出できるから、一株当り
の配当額の記載だけでも、議案の要領として、一般株主がＸの提案する解決案の
基本的内容を理解できる程度の記載がなされているということができる（（１）
①で指摘したように、会社が理解できる程度に記載されているかどうかという観点から
の判断は妥当ではない。第５号議案および第６号議案についても同様の指摘ができる）。
また、Xが提出した株主提案権行使書には、配当性向および取締役の賞与・
報酬額が提案の理由として掲げられている。しかし、本判決が指摘するように、
取締役の賞与および報酬額は、利益処分案の承認という議題との関係においては
提案の理由にすぎないので、これらの事項を記載しなくても、本件株主総会招集
通知における第４号議案の記載は、「議案の要領」としてその記載に欠けるもの
ではない。
そして、本件株主総会招集通知に記載された提案理由において、取締役の賞与
および報酬額の記載が省略されていたとしても、本判決が判示するように、この
ような省略についてXの議案を排除しようとする不当な目的までは認められな
いし、合理的な範囲を超えて恣意的な省略がなされたとまではいえないであろ
については、株主が提出した議案および提案理由のように、記載の分量等の制約（会社法施
行規則93条１項柱書括弧書）は置かれていない。したがって、株主総会参考書類における取
締役（会）の意見の記載の分量および内容は、取締役の善管注意義務に委ねられるものと解
される（稲葉・前掲書（注５）158頁、上柳ほか・前掲書（注４）441頁〔酒巻〕、弥永真生
『コンメンタール会社法施行規則・電子公告規則』（商事法務、2007年）538頁）。このように
取締役会の意見の記載が取締役の判断に委ねられるとしても、その記載は、株主による提案
の内容、提案の理由の文章量との対比でバランスがとれる量のものであることが望ましいと
いう指摘もみられる（別冊商事法務編集部編・前掲書（注25）535頁）。
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う。株主提案に対する取締役会の反対意見についても、特に問題は見られない。
②第５号議案
Xが提出した株主提案権行使書によれば、Xは、「取締役 B 解任の件」とい
う議案の記載を請求している。本件株主総会招集通知には、「第５号議案 取締
役１名解任の件」という議題のもとに、「取締役 B解任」が提案の内容として記
載されている。本判決は、Xが取締役１名解任という議題を提案し、それにつ
いて B取締役の解任というXが提案する解決案がそこに直接的に示されている
から、Xの提案する解決案の基本的内容が、Y社または一般株主が理解できる
程度に記載されているとする。このように、本判決では、取締役一名解任の件が
「議題」であり、解任対象者が Bである旨の記載が「議案の要領」であると位置
づけられている。従来、解任対象者も含めて議題（たとえば、「取締役 B解任の
件」）であると解されてきて
(35)
おり、本判決の以上の判示はそうした従来の理解と
は異なるように思われる。
第５号議案に関しては、Xが提出した株主提案権行使書の提案理由のうち、B
取締役が株主からの名義書換請求を妨害したことのみが本件株主総会招集通知に
記載され、その具体的事実の記載が省略されている。他方で、取締役会の反対意
見として、Bが株主の名義書換請求を妨害したという事実はないこと、当該株主
との名義書換請求訴訟において会社が勝訴したことが記載されている。このよう
な記載は、会社側に有利な記載であるようにも思われるが、取締役の解任議案が
個人的苦情により提案される場合が多く、個人の名誉に関わるものであることに
かんがみると、このような提案理由の省略は会社による恣意的な省略とまではい
えず、取締役会の反対意見も合理的範囲を超えて記載されたものとはいえないで
あろう。
ところで、本件株主総会招集通知には、取締役の任期満了のため取締役６名選
任の件が議題として掲げられており、そこには Bも候補者とされて
(36)
いた。したが
(35) 取締役の解任に関する議題を招集通知に記載する場合に、「取締役解任の件」と記載す
るだけで足りるか（東京地判昭和15年11月24日評論30商法134）、「取締役甲解任の件」とし
て解任対象者も明示しなければならないか（大阪地判昭和13年11月16日新聞4348号17）につ
いて、判例の立場は分かれている。通説は、後者の立場である。「取締役甲解任の件」につ
いて、議題だけあって議案はないとするものもあるが（元木・前掲（注４）71頁、元木・前
掲書（注４）88頁）、解任対象者の氏名の記載も議題の記載の一部を成す（上柳ほか・前掲
書（注４）51頁〔前田〕）、あるいは、議題すなわち議案であると説明するものが多い（田
中＝山村・前掲書（注23）634頁）。招集通知に解任対象者を表示することが必要であるとす
る通説の立場によれば、その表示を欠くときは、総会の招集手続の違法として決議取消の原
因となる。
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って、Bは、本件総会の終結によりその任期が満了し、次期の取締役候補者とし
て予定されていたものと考えられる。総会の終結によって任期が満了する取締役
に対する解任議案についてそのような議案は不適法であり、その取締役が再選候
補者となっている場合にも同様に解されるとする立場が
(37)
ある。しかし、取締役の
任期は総会の終結時に満了するのであり（会社法332条）、理論的には任期の満了
前に総会決議により解任されることもありうるため、本件のような解任議案も適
法ということがで
(38)
きる。いずれにせよ、第５号議案が総会に付議されなかったこ
とについては、取締役 Bは総会前に辞任しており解任決議の前提を欠くといえ
るので、株主提案の不当拒絶にはあたら
(39)
ない。
③第６号議案
本件株主総会招集通知には、「第６号議案 取締役１名選任の件」の議題のも
とに、「取締役としてXを選任」を提案の内容として、Xの氏名、生年月日、職
業・略歴、所有株式数が記載されている。そこで、本判決は、取締役１名の選任
という議題について、選任候補者であるＸの氏名のほか、取締役選任のための基
本情報が記載されていることをもって、解決案の基本的内容についてY社また
は一般株主が理解できる程度に記載されているとする。従来、取締役選任議案に
ついては、議題との関係において（たとえば「取締役選任の件」）、候補者の氏名を
表示したものが議案であると説明されてきた（たとえば「取締役甲選任
(40)
の件」）。こ
のような理解からすれば、取締役候補者の表示だけでも議案の要領の記載に欠け
ることがないということになるが、本判決は、議案または議案の要領に、候補者
に関する基本的情報までも含めているように思われる。
(36) 原審（東京簡判平成18年12月７日）では、このような事実が指摘されている。
(37) 神崎克郎「株主提案権行使の法的問題」商事法務1070号（1986年）６頁。上柳ほか『最
近の株主総会訴訟と実務の対応』別冊商事92号（1987年）61頁〔神崎克郎発言〕、新海兵衛
『株主提案権の実務と理論―昭和56年改正会社法の研究』（久留米大学商学部附属産業経済研
究所、1989年）74頁以下。
(38) 上柳ほか・前掲（注40）61頁〔多田晶彦発言〕、64頁〔河本一郎発言〕。このような解任
議案は、当該取締役が再選される場合にはその理由が再選の可否の判断に関係し（同64頁
〔河本発言〕）、当該取締役がその総会限りで退任する場合にも退職慰労金支給の当否および
支給額に関する審議に影響を及ぼす可能性がある（同64頁〔森本滋発言〕）。したがって、実
際上も、このような解任議案に意味があるということができる。実務でも、このような提案
は適法なものとして取り扱われている（商事法務研究会編『株主総会ハンドブック〔新訂第
三版〕』（商事法務研究会、2000年）60頁注９）〔多田晶彦〕）。
(39) 弥永・前掲（注１）83頁。
(40) 稲葉・前掲書（注５）148頁、元木・前掲（注４）71頁、同・前掲書（注４）88頁。
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Xが提出した株主提案権行使書には、「当社創立以来の株主である。（父から相
続で取得）」との記載や、株式の「換金の必要に迫られた株主は安い価格で会社
の一部の人に買い取られている」ため、株式を上場すべきであるとの記載がなさ
れていたが、本件総会招集通知においてはその記載が省略されていた。本判決が
述べるように、このような事項は、Xが取締役に立候補した動機にあたるので、
Xの提案した解決案の基本的内容というよりは、提案の理由に含まれる事項で
ある。
そして、招集通知に記載されたXの提案理由については、たしかに、Xが提
出した株主提案権行使書における提案理由の具体的な説明は省略されており、そ
のことによって、Xが取締役に立候補した動機も曖昧になっているように思わ
れる。しかし、本判決が言うように、Xの議案を排除する等の「不当な目的」
はそこには認められず、そのことをもって恣意的な省略とまではいえないであろ
う。株主提案に対する取締役会の反対意見の記載についても、株主の提案理由の
記載とバランスを欠くものではない。
(３) 結 論
本判決は、「議案の要領」（会社法305条１項）の意義を確認し、議案の要領通知
請求権が行使された場合における「議案の要領」の記載の程度について一定の解
釈の基準を示したものである。また、本判決は、株主総会参考書類を交付する義
務を負わない会社において、株主提案の理由およびそれに対する取締役会の意見
を株主総会の招集通知に任意に記載することを認め、任意に記載する際に、株主
が提出した提案の理由について要約または省略をする際の一般論を提示したもの
といえよう。
そして、株主が提出した議案について株主総会の招集通知にどのような記載を
すれば議案の要領として記載に欠けることがないのか、株主の提案理由およびそ
れに対する取締役会の意見を株主総会の招集通知に任意に記載する場合に、株主
が提出した提案理由についてどこまでの省略が合理的なものと認められるのか、
取締役会の反対意見についてどのような記載であれば認められるかということに
ついて一応の判断を示したという点で、本判決には事例的意義も認められるとい
うことができる。
商事判例研究（内田) 203
